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平成29年度 

保険者等が取り組む保健事業の横断的な

調査・分析及び情報提供事業 

 

 

【公募要領】 

 
【受付期間】  

平成29年４月４日（火）～平成29年４月18日（火） 

（受付最終日の12:00必着。） 

※公募申請書の提出にあたっては、締切り期限に余裕を持って提出されるようお願いい

たします。 

【応募書類の提出先及び問い合わせ先】 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課データヘルス・医療費適正化対策推進室 

※詳細は、Ｐ８を参照してください。 

 

 

 

平成29年４月 

厚生労働省 
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Ⅰ．公募事業について 

 

１．事業の目的 

 保険者等が取り組む保健事業の横断的な調査・分析及び情報提供事業（以下｢本事業｣という。）

は、保険者等によって行われる多種多様な保健事業を横断的に調査・分析し、その結果等を保健

事業に取り組む関係団体等に提供することで医療費の適正化や健康寿命の延伸に資することを目

的とするものです。 

 なお、本事業は、平成29年度高齢者医療制度円滑運営事業費補助金の補助事業です。 

 

２．補助事業者 

本事業の補助事業者は、次の(１)及び(２)の要件をいずれも満たす法人等（個人、法人又は団

体をいう。）とします。 

（１）次の①から④のいずれも満たす法人等であること。 

① 日本に拠点を有していること。 

② 本事業を的確に遂行する組織、人員等を有していること。 

③ 本事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ、資金等について十分な管理能

力を有していること。 

④ 本業務を推進する上で国が求める措置を、迅速かつ効率的に実施できる体制を構築できるこ

と。 

 

（２）次の①から④のいずれにも該当しない法人等であること。 

① 法人等が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個

人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する

事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与し

ている者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。

以下同じ。）であるとき 

② 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目

的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

③ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的

あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

④ 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係

を有しているとき 

 

（３）本事業を効果的に実施していくため、補助事業者は、次の①から④の実績等を有する法人

等であることが望ましい。 

① 保険者等において実施する保健事業一般について、その実施又は分析・評価業務に携わった

経験を有すること。または、そのような経験を有する者と連携し本業務に携わることができる

こと。 

② 保健事業に関連する会議等の運営実績があること。 

③ メディア等を利用したプロモーション活動の実績があること。 
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④ プライバシーマーク付与認定、JISQ27001認証、ISO/IEC27001認証又はそれと同等の資

格等を有していること。 

 

３．補助対象事業 

本事業の対象となる補助事業者は、本事業の円滑な実施のため、以下の業務を行います。 

① 事務局の設置 

② 調査票の作成（国から提供する調査項目を基に作成すること） 

③ 調査結果の集計及び分析 

④ 調査結果に基づく取組事例の抽出及びそれに対する取材 

⑤ 国から提供する調査結果に基づく医療保険者等への取材及び事例集の作成 

⑥ 調査結果等の関係団体への提供 

⑦ 情報公開のためのホームページの作成 

⑧ 調査結果等のメディア等を利用した情報発信 

⑨ 本事業終了後の報告書等の作成、公表、周知等 

⑩ その他必要となる事項についての対応     等 

また、本事業の実施にあたっては厚生労働省と協議のうえ実施してください。 

※平成28年度における調査の回答率（約93％）と同程度以上になるよう調査を実施していた

だきます。 

 

４．今後のスケジュール 

５月上旬：補助事業者の決定、調査票の作成 

５月下旬：調査票の確定、調査の実施、事例集の調査 

６月下旬：調査結果のとりまとめ 

８月上旬：調査結果のフィードバック方法の検討、事例集の作成、調査結果の周知 

※上記スケジュールは暫定であり、今後変更される可能性があります。 

 

５．補助金交付の要件 

（１）補助事業者採択予定件数：１件 

 

（２）補助額  

３に掲げる業務のうち、６の費用の総額を補助対象としますが、国の予算の範囲内での補助

となり、事業の予算額は4,500万円程度（消費税及び地方消費税込み）を予定しています。 

最終的な補助額については、厚生労働省が精査した上で決定するため、必ずしも申請された

金額と一致するものではありません。 

 

（３）支払時期  

補助金の支払いは、原則として、全額が補助事業終了後の精算払となります。 

 

（４）支払額の確定方法  

補助事業終了後、補助事業者より提出いただく実績報告書に基づき、支払額を確定します。

（必要に応じて実地調査を行う場合があります。） 
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６．補助対象経費 

（１）補助対象経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめに必要

な経費であり、具体的には以下のとおりです。 

① 人件費 

   補助事業の実施期間を通じて責任をもって事業遂行に直接従事することができる者（原則

として補助事業者と雇用関係が結ばれている者に限る。）の補助事業を実施するために要し

た人件費 

（注１）人件費の単価は、その根拠が、補助事業者が定める規程等により明確であり、その

金額が社会通念上妥当なものであること。 

（注２）厚生労働省に提出する書類の作成に要する時間、各種経費を支払うために要する時

間など、補助事業に直接関係の無い作業に要する時間に係る人件費は、補助対象外とな

る。 

（注３）役員・経営者等の人件費は補助対象外となる。 

② 謝金 

事業遂行に必要な指導・助言等を受けるために依頼した専門家又は委嘱した委員に謝礼と

して支払われる経費 

（注）謝金の単価は、その根拠が補助事業者が定める規程等により明確であり、その金額が

社会通念上妥当なものであること。 

③ 旅費 

事業遂行に必要な情報収集や各種調査を行うため、会議や打合せ等に参加するため及び開

催会場選定のための旅費として、補助事業者が依頼した専門家又は委嘱した委員に支払われ

る経費 

（注１）グリーン車、ビジネスクラス等、特別に付加された料金については補助対象外とな

る。 

（注２）補助事業者が定める旅費規程等により最も経済的及び合理的な経路により算出され

たものであること。 

（注３）補助事業以外の用務が一連の旅程に含まれる場合は、用務の実態を踏まえ、按分等

の方式により補助対象経費と補助対象外経費に区分すること。 

④ 借損料 

事業遂行に直接必要な備品のリース料・レンタル料として支払われる経費 

（注）借用（リース・レンタル）において補助対象となるものは、借用のための見積書、契

約書等が確認できるものとする。 

⑤ 通信運搬費 

打合せ等のための郵送料、機器・機材等の運搬のために支払われる経費 

⑥ 備品購入費 

事業遂行に必要不可欠な図書や備品等を購入するために支払われる経費 

⑦ 消耗品費 

事業遂行に必要不可欠な消耗品等を購入するために支払われる経費 

⑧ 広報費 
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事業遂行に必要なパンフレット等作成及び広告媒体等を活用するために支払われる経費 

（注１）事業活動の広報を目的としたものが補助対象であり、単なる会社のＰＲや営業活動

に活用される場合には補助対象外となる。 

（注２）作成するパンフレット等は補助事業期間中に全て配布すること。 

⑨ 印刷製本費 

事業遂行に必要な資料、報告書等を作成するために支払われる経費 

⑩ 雑役務費 

事業遂行に必要な業務・事務を補助するために臨時的に雇い入れた者のアルバイト代、交

通費として支払われる経費 

（注１）作業日報等の作成が必要。 

（注２）臨時雇い入れと認められない場合は補助対象外となる。 

⑪ 委託費 

事業遂行に必要な業務の一部を第三者に委託するために支払われる経費（自ら実行するこ

とが困難な業務に限ります。） 

（注１）委託内容、金額等が明記された契約書を締結し、原則、委託する側である補助事業

者に成果物等を帰属させる必要がある。 

（注２）外注先・委託先が機器・設備等を購入する費用は補助対象外となる。 

 

（２）補助対象経費全般にわたる留意事項 

① 補助事業を行うに当たっては、当該事業について区分経理を行うこと。本事業において補助

対象経費となるものは、本事業に使用したものとして明確に区分できるもので、かつ証拠書類

によって金額等が確認できるものに限ります。 

② 補助事業における発注先（委託先）の選定にあたっては、１件あたり10万円以上（税込み）

を要するものについては、原則として２者以上から見積をとること。ただし、委託する事業内

容の性質上、見積をとることが困難な場合は、該当する企業を随意の契約先とする。ただし、

その場合、当該企業等を随意契約の対象とするための理由書が必要となります。 

③ 以下の経費は、補助対象となりません。 

・打合せ開催にかかる茶菓の経費 

・補助金の交付決定日前に発注、購入、契約等を実施したもの 

・飲食、奢侈、娯楽、接待の費用 

・公租公課（旅費にかかる出入国税を除く。） 

・上記のほか、公的な資金の使途として社会通念上不適切と認められる経費 
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Ⅱ．公募申請手続き等について 

 

１．公募申請手続について 

（１）公募期間 

平成29年４月４日（火）～平成29年４月18日（火） 

 

（２）説明会の開催 

 本事業の内容等について、事前に説明会を次の日程で開催します。説明会への参加を希    

望する方は、｢（６）提出先及び問い合わせ先」のメールアドレスに４月６日（木）12:00まで

にメールでお申し込みください。また、会場の都合により、説明会への出席は、２名までとし

ます。 

 なお、お申し込みの際は、次の必要事項をメール中に明記してください。 

【開催日程】 

日時：平成29年４月７日（金）14:00～15:30 

場所：中央合同庁舎第５号館（仮設第１会議室） 

 

【申し込み必要事項】 

件名：「保険者等が取り組む保健事業の横断的な調査・分析及び情報提供事業説明会出席

登録」 

本文：①所属組織名 

②出席者氏名（ふりがな） 

③所属（部署名） 

④問い合わせ先(電話番号及びE-mailアドレス) 

 

（３）申請方法 

「(４)申請書類」の紙媒体を必要部数、公募期間内に「(６)提出先及び問い合わせ先」の住

所に郵送してください。 また、封筒に「『保険者等が取り組む保健事業の横断的な調査・分析

及び情報提供事業』申請書類」と赤字で明記してください。 

 

（４）申請書類 

① 保険者等が取り組む保健事業の横断的な調査・分析及び情報提供事業申請書（様式１） 

② 企画提案書（様式２） 

③ 過去２年間の貸借対照表、損益計算書 

④ 申請者の事業概要が分かるパンフレット、定款等  

※必要に応じて法人登記簿謄本等の提出を求める場合があります。 

【必要部数】合計 ７部（正１部、写し６部） 

【注意事項】 

・添付資料は必要なものに限ってください。 

・貸借対照表等の財務諸表作成が困難な場合は、事前に相談してください。 

・用紙サイズは原則としてＡ４で統一し、左上１箇所でクリップ止め（ホッチキス止 

め不可）してください。 
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（５）提出方法及び提出に当たっての注意事項 

① ＦＡＸ及び電子メールによる提出は受け付けません。 

② 提出された申請書類等の変更、取消し及び返還は行いません。 

③ 申請書類等の作成及び提出に係る費用は、申請者の負担とします。 

④ 提出された申請書類等は、厚生労働省において、審査以外の目的に申請者に無断で使用はし

ません。審査の結果、補助事業者として選定された者が提出した申請書類等の内容は、行政機

関の保有する情報の公開に関する法律（平成 11 年法律第 42 号）に基づき開示請求があった場

合においては、不開示情報（個人情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を

除いて開示される場合があります。 

⑤ 申請書類等において申請者以外の者の協力を得て事業を実施する旨の計画を行っている場

合は、その履行を担保するため、協力の内容、態様等に応じ、申請者と協力者の間の共同事業

実施協定書等の提出を求めることがあります。 

 

（６）提出先及び問い合わせ先 

提出先：〒100－8916 東京都千代田区霞が関１－２－２ 

厚生労働省保険局医療介護連携政策課データヘルス・医療費適正化対策推進室 

保険者等が取り組む保健事業の横断的な調査・分析及び情報提供事業担当 

E-mail：tekiseika01@mhlw.go.jp 

※お問い合わせはメールのみとなります。また、件名を必ず「保険者等が取り組む保健事

業の横断的な調査・分析及び情報提供事業申請書」としてください。 

 

２．補助事業者の選定について 

（１）選定基準について 

補助事業者の選定は、提出された書類に基づいて、次の項目を総合的に評価して「予防・健

康づくりインセンティブ推進事業」選定委員会が行うものとします。 

①補助事業者としての適格性 

・本事業に類似する事業の受託実績等 

・組織の本事業に関する専門知識・ノウハウ 

②事業実施計画 

・事業実施計画の内容等の適切性及び実現性 

③事業実施方法 

・調査票の迅速かつ確実な回収の実現性の有無 

・調査・分析の正確性の有無 

④事業実施体制と事務費用 

・要員数や事務所の確保、事業の実施体制スキームの構築及び明確な役割分担の実施 

・適切な経営基盤、一般的な経理処理能力 

・事務費の金額の妥当性 

 

（２）補助事業者の決定について 

公募締め切り後、「予防・健康づくりインセンティブ推進事業」選定委員会において補助事
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業者（以下「公募選定事業者」という。）を選定します。また、不採択の申請者に対してもそ

の旨を通知します。 

 

３．交付申請手続について 

（１）補助金の交付について 

公募選定事業者が、補助金の交付を受けるためには、別に定める「平成29年度高齢者医療制

度円滑運営事業費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」という。）に基づき交付申請の手続が

必要となります。 

 

（２）交付手続の流れについて 

①事業計画書の提出 

  公募選定事業者には、選定後、５月末日までに事業計画書を提出していただき、当該事業計

画書に基づき、内示を発出します。本事業は、内示日後から実施可能となりますのでご注意く

ださい。 

 

②交付申請書の提出 

  公募選定事業者には、上記事業計画書とは別に、交付要綱に基づき、６月末日までに交付申

請書を提出していただきます。当該交付申請書に基づき、交付決定を行います。 

 

③実績報告書 

   事業終了後、平成30年４月10日までに、交付要綱に基づき、実績報告書を提出していただ

きます。当該実績報告書に基づき、実績確定を行い、その後補助金の支払いとなります 

 

４．補助対象期間 

原則として、内示日から平成30年３月末日までとなります。 

 

 


